
2013 年 4 月 30 日 

連邦準備制度理事会による外銀規制の市中協議文書について 

我々は、本規則案（外銀等に適用される厳格なプルーデンス規制および早期矯正措置にかかる

規則案）に対してコメントする機会を歓迎する。このレターは、本規則案についての我々の主な懸

念を慎重に考慮するよう貴理事会に求めることを目的としている。我々は、本規則案が、（１）グロ

ーバルな金融システムの安定性向上を目的とする国際的な取組みと整合的でない点、および（２）

その流動性規制を画一的に適用しようとしている点について懸念を有している。 

 

１．国際的な取組みとの整合性の尊重 

我々は、本規則案が、米国金融安定の確保という貴理事会の問題意識に基づくものであると理

解している。しかしながら、本規則案がグローバルな金融機関を対象とする以上、バーゼルⅢや

G-SIFIsへの対応といった、現在も継続している国際協調の取組みの有効性を妨げるべきではな

い。 

こうした見地から、我々は、外銀等の母国が国際合意に適合した規制、監督、モニタリングの体

制を有している場合には、母国基準を満たした外銀等の米国拠点、特に米国支店・代理店網に

ついては、いかなる追加的な規制や手続も講じないよう求めたい。 

また、我々は、早期矯正措置について、バーゼルⅢやこれに準じた母国基準と整合的な形で、資

本水準等のトリガーが設定されるべきであると考える。さらに、矯正措置の発動前には、母国当

局とホスト当局間の既存の連携枠組みを活用することが適当と思われる。 

 

２．より柔軟な流動性規制の枠組み 

日本銀行は、わが国金融機関の財務状況やグローバルな流動性リスクについて、海外拠点も含

めた形での考査やモニタリングを実施してきている。本枠組みは、国際金融危機に際しても十分

に機能したものであるが、こうした経験に基づく我々の知見を踏まえると、流動性規制案には以

下の懸念がある。 

（抄 訳） 

 

 



 外銀等の米国拠点、特にその米国支店・代理店網にまで、母国本部の流動性支援に依存し

ない流動性バッファーを保有させることは、グローバルベースでの効率的な流動性管理を阻

害しかねない。これはまた、グローバルなリスク管理の分断や、グループ内での資金調達・

運用構造の変化に伴う米国内・外拠点のリスク特性の複雑化を招きかねない。 

 さらに、外銀等の米国拠点に対して米国内で継続的に流動性バッファーを保有させることは、

外銀等の非米国拠点において国際決済通貨であるドル流動性の一時的な逼迫が生じた場

合に対する対応能力を低下させることに繋がりかねない。これは、一時的かつ局所的な流動

性の逼迫をより深刻にする可能性もある。 

こうした流動性規制案の負の影響を踏まえれば、例えば、わが国のように、母国当局・中銀がグ

ローバルベースのモニタリングを綿密に行っている国を母国とする外銀等の米国拠点は、規制

の適用対象とすべきでない。我々は、外銀等の米国拠点、特にその米国支店・代理店網に対す

る流動性規制は、画一的な方法ではなく、柔軟に適用されるべきであると信じている。すなわち、

流動性規制の適用にあたっては、まず母国当局・中銀による規制、監督、流動性モニタリングの

実施状況、そして外銀等の個々の資金調達構造や米国金融システムに対するリスク特性を考慮

すべきである。 

我々は、貴理事会が、上記を考慮し、我々の要請に沿った形で本規則案を修正することを求め

たい。もし上記に関し質問があれば、遠慮なく連絡していただきたい。 


